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要旨：本研究では，塩害によって劣化した実構造物に脱塩工法を適用する際，海砂の使用，海水環境や融雪剤環境

などの場合によって，初期に含まれる Cl－量やその分布状況が異なることに着目した。コンクリート外部から Cl－

を浸透させた外来塩分供試体に通電を施し，さらに，練混ぜ時にコンクリートに Cl－を内在させた供試体について

の実験結果と比較することで，コンクリートの配合，含有 Cl－量および Cl－分布状況が脱塩工法の補修効果に及ぼ

す影響とその程度を実験的に検討した。 
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1. はじめに 

塩害を受けたコンクリート構造物に対する補修工法の

ひとつである電気化学的脱塩工法（以下，脱塩工法）は，

コンクリート構造物に直流電流を印加することによって

塩害の原因物質である塩化物イオン（以下，Cl－）をコン

クリート中から除去，低減させる工法である。土木学会「電

気化学的防食工法 設計施工指針（案）」1)では，脱塩工法

について，コンクリート表面積当たり 1 A/m2の電流密度， 

8 週間以内の通電期間を標準的な通電条件としている。し

かしながら，同一の通電条件であっても対象とするコンク

リートの状態や含有 Cl－量等によって脱塩効果が変化する

ため，上述の通電条件では十分な補修効果が得られない場

合がある。したがって，脱塩工法の補修効果に影響を及ぼ

すコンクリート構造物の諸要因を抽出し，その影響を把握

した上で，脱塩工法の具体的な設計体系を確立することが

必要である。 

本研究では，脱塩工法の補修効果に影響を及ぼす要因と

して，コンクリートの配合および含有 Cl－量，コンクリー

ト中の Cl－分布状況に着目して検討を行った。まず，3 種

類の配合のコンクリートに対して塩水浸せき試験を行う

ことで外部から Cl－を浸透させた供試体（以下，外来塩分

供試体）を作製し，これらの供試体に対して模擬脱塩試験

を行うことで，コンクリートの水セメント比および含有

Cl－量が脱塩効果に及ぼす影響を検討した。さらに，練混

ぜ時にコンクリートに Cl－を混入することでコンクリート

中の Cl－分布を一様とした供試体（以下，内在塩分供試体）

に対して模擬脱塩試験を行った既往の研究 2)と比較する事

で，コンクリート深さ方向の Cl－分布が脱塩効果に及ぼす

影響を検討した。 

 

 

2. 実験概要 

 本実験では，3 種類の配合のコンクリート供試体に対し

て，塩水浸せき試験を行うことで 5 水準の模擬脱塩試験体
2）を作製し，所定の通電を施した。模擬脱塩試験とは，実

構造物から採取したコンクリートコアに対して任意の通

電条件で通電を行うことで脱塩工法の補修効果を予測し，

最適な通電条件を検討するための試験である。図－1 に，

本実験のフローを示す。 

2.1 模擬脱塩試験体の作製 

(1) コンクリートの配合 

 表－1 に，本実験で使用したコンクリートの示方配合を

示す。普通ポルトランドセメントを用い，粗骨材として砕

石，細骨材として山砂を使用した。混和剤には，AE 剤と

してアニオン系界面活性剤を使用した。水セメント比は 40，

50，60 %の 3 水準とした。 
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 (2) 塩水浸せき試験 

練り混ぜたコンクリートを 150 × 150 × 530 mmの角柱型

枠に打設し，28 日間，温度 20 ℃の標準養生を行った。そ

の後，供試体長軸方向の向い合う 2 面（打設方向に対する

側面）を塩水浸せき面とし，塩水浸せき面以外の 4 面をエ

ポキシ樹脂によって被覆した。Cl－浸透促進のため 3)に温

度 60 ℃の 10 wt % NaCl水溶液による塩水浸せき試験を行

った。塩水浸せき試験における浸せき期間は 28 日間を基

準とし，水セメント比 50 %の供試体に限り，含有 Cl－量に

よる比較を行うために 14 日間，28 日間，56 日間の 3 水準

を設けた。 

 (3) 模擬脱塩試験体の成形 

 以上の方法で水セメント比および塩水浸せき期間を変

化させた 5 水準の供試体に対し，塩水浸せき面からコンク

リートコアを採取し，φ94 mm × 50 mm の円柱供試体を成

形した。塩水浸せき面を脱塩面とし，円柱供試体の脱塩面

側に電解質溶液保持のためにプラスティック円筒を取り

付けた。通電時には，円筒内に電解質溶液として 0.2 mol/l

のホウ酸リチウム水溶液を 500 ml 封入するものとした。

陽極となるチタンメッシュは，脱塩面となるコンクリート

表面より 20 mm 離れた位置に固定した。陰極としては，

異形棒鋼 D13 とほぼ同等の表面積に加工したチタンメッ

シュを，ポリマーセメントモルタルによって円柱供試体の

底面に接着した。その後，脱塩面以外をエポキシ樹脂によ

って被覆し，模擬脱塩試験体とした。図－2 に，模擬脱塩

試験の概要図を示す。 

(4) 通電方法 

模擬脱塩試験体をリード線によって直列に接続し，定電

流直流電源装置を用いて，定電流，一定期間の通電を行っ

た。通電条件は，脱塩面となるコンクリート表面に対して

1 A/m2の通電を 8 週間，および 4 A/m2の通電を 4 週間とし

た。 

2.2 測定項目 

(1) 脱塩量 

電解質溶液中の Cl－濃度を，1～7 日に 1 度の頻度で電解

質溶液から 5 ml 採取した試料を用い，電位差滴定法によ

って測定した。測定した Cl－濃度より，式(1)によって単位

通電面積あたりの脱塩量（以下，脱塩量）を算出した。 

   
A

XCQCl
×

×=− 1000
1                          (1) 

ただし，QCl-：脱塩量(kg/m2)，C：試料溶液中の Cl－濃度(g/ml)，

X：外部溶液量(500 ml)，A：通電面積(m2) 

(2) Cl－の輸率 

Cl－の輸率は，通電電流に対する脱塩効率の指標であり，

通電によって移動した電荷のうち，Cl－が占める割合を百

分率で表したものである。Cl－の輸率を式(2)によって算出 

した。 
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ただし，tell-：Cl－の輸率(%)，Mel-：塩素の原子量，I：電流

密度(A/m2)，t：通電期間(hour)，F：ファラデー定

数(96500 C/mol) 

(3) 目標脱塩達成率 

目標脱塩達成率は，脱塩工法が目標とする脱塩量に対す

る脱塩効果の達成度を示す指標で，式(3)のように定義した。 

100×= −

A

Cl

Q
Q

N                       (3) 

ただし，N：目標脱塩達成率(%)，QA：目標脱塩量(kg/m2) 

本研究における目標脱塩量は，脱塩後のコンクリート中に

含まれる Cl－量が鉄筋の腐食発生限界濃度とされる 1.2 

kg/m3よりも安全側の値という位置づけで，1.0 kg/m3とな

ることを目標とし，式(4)に示す量とした。 

   ( )
1000

0.1 cCQ IA ×−=                         (4) 

ただし，CI：初期含有 Cl－量(kg/m3)，c：供試体厚さ(mm) 

(4) コンクリート中に含まれるCl－分布 

通電前および通電後の円柱コンクリート供試体を脱塩

面から深さ方向に 4 等分し，JIS A 1154 によってコンクリ

ート中の全 Cl－量（以下，Cl－量）を測定することで，脱

塩前後のコンクリート中の Cl－分布を評価した。 

 

3. 塩水浸せき試験結果 

 図－3 に，塩水浸しせき試験後のコンクリートの各測点

における Cl－量を示す。また，脱塩の対象となる，コンク

リート表面から深さ 50 mm までの総 Cl－量を表－2に示す。

図－3 より，塩水浸せき試験後のコンクリート中の Cl－量
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W C S G Ad
40 38 168 422 658 0.105
50 40 176 353 693 0.088
60 42 180 300 728 0.075

表－１　コンクリートの示方配合
単位量(kg/m

3
)

4.5 20 1140

空気量
(%)

W/C
(%)

s/a
(%)

G max

(mm)
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は，コンクリート表面に近いほど大きく，深さ方向にかけ

て小さくなっていることが分かる。また，表－2 より，こ

れらの供試体に対する模擬脱塩試験による脱塩効果につ

いて，同一水セメント比（50 %）における初期含有 Cl－量

の多少による比較，および同等の初期含有 Cl－量（4.7～5.3 

kg/m3）における水セメント比の大小による比較が可能で

あることが分かる。さらに，コンクリート練混ぜ時に Cl－

を内在させた供試体に本実験と同条件で行った実験結果 2)

と比較することで，コンクリート中の Cl－分布が一様な場

合と深さ方向に分布を持つ場合の脱塩効果の相異を検討

した。 

 

4. 模擬脱塩試験結果 

4.1 積算電流密度について 

図－4に，通電によって脱塩され，外部溶液中に除去さ

れた Cl－量と積算電流密度の関係を示す。また，図－5に，

このときの Cl－の輸率と積算電流密度の関係を示す。ここ

で，積算電流密度は，コンクリート表面あたりの電流密度

と通電期間の積分値であり，定電流密度の条件下では電流

密度と通電期間の積で算出されるものである。図－4およ

び図－5から，印加する電流密度が 1 A/m2，4 A/m2のどち

らの場合でも，その他の条件が同じであれば積算電流密度

で脱塩効果をほぼ等しく評価できることが分かる。また，

4 A/m2の通電は積算電流密度で 2688 A hour/m2（4 週間）ま

で通電を行ったが，1344 A hour/m2（2 週間）以降は Cl－の

輸率が比較的小さく，脱塩量の変化率も小さくなっている。

そこで，以下の考察では電流密度 1 A/m2，通電期間 8 週間

（積算電流密度 1344 A hour/m2）までにおける実験結果に

ついて述べることとした。 

4.2 初期含有Cl－量が脱塩効果に及ぼす影響 

 図－4 より，コンクリートが同配合であれば，同等の積

算電流密度に対して，初期含有 Cl－量が多いほど脱塩量が

大きくなり，電流密度 1 A/m2を 8 週間，つまり積算電流密

度 1344 A hour/m2 を通電した場合，初期含有 Cl－量 13.4 

kg/m3の供試体は初期含有 Cl－量 2.0 kg/m3の場合の 4.4 倍 

の脱塩量を示した。また，図－5 より，初期含有 Cl－量が

多いほど Cl－の輸率は大きくなった。つまり，初期 Cl－量

の多いコンクリートではコンクリート中に含まれるイオ

ンのうち Cl－の占める割合が大きいため，通電による Cl－

の輸率が大きくなり，その結果，初期含有 Cl－量が少ない

ものと比べて脱塩量が大きくなったものと考えられる。 

4.3 水セメント比が脱塩性状に及ぼす影響 

図－6 および図－7 に，同等初期含有 Cl－量の供試体に

通電を施した場合の脱塩量と積算電流密度の関係，Cl－の

輸率と積算電流密度の関係を示す。図－6 より，コンクリ

ート中に含まれる Cl－量が同等である場合，コンクリート

の水セメント比の違いによる脱塩量の若干の変化がみら

れた。積算電流密度 1344 A hour/m2を通電した場合，水セ

メント比 60 %と 40 %の供試体における脱塩量の差は 12%

程度であった。一方，図－4 における初期含有 Cl－量によ

る比較は，前述のように 4.4 倍であったことから，水セメ

表－2 コンクリート中の総 Cl－量 (kg/m3) 
水セメント比(%)  

40 50 60 
14 － 13.4 － 
28 5.3 4.9 4.7 

塩水浸せ

き期間

(日) 56 － 2.0 － 

図－5 Cl－の輸率と積算電流密度の関係 
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ント比による影響は初期含有 Cl－量による影響に比べて極

めて小さいと言える。Cl－の輸率については，図－7より，

同等の初期 Cl－量において水セメント比による相異は明確

にはみられず，通電による脱塩効果はコンクリートの水セ

メント比よりもコンクリート中に含まれる Cl－量に大きく

依存することが明らかになった。  

4.4 コンクリート中のCl－分布状況が脱塩効果に及ぼす影

響 

 本項においては，内在塩分供試体に対して本実験と同条

件で模擬脱塩試験を行った実験結果 2)と本実験を比較し，

内在，外来の Cl－の分布状況が脱塩効果に及ぼす影響を検

討した。比較対象としたコンクリートは，表－1 に示す示

方配合に対して 8.0 kg/m3の NaCl を既往の文献 4)を参考に

細骨材と置換して練り混ぜることで作製した。この場合の

コンクリート中に含まれる Cl－量は 4.8 kg/m3であり，本実

験の表－2 における塩水浸せき期間 28 日の外来塩分供試

体とコンクリート中の総 Cl－量と同等とみなせることから，

これらの供試体に通電を施した実験結果を比較した。 

(1) 脱塩量および輸率について 

 図－8 および図－9 に，内在および外来塩分供試体に通

電を施した場合の脱塩量と積算電流密度の関係，Cl－の輸

率と積算電流密度の関係を示す。図－8 より，外来塩分供

試体は通電初期における脱塩量が著しく大きく，内在塩分

供試体に比べ早期に相当量の脱塩が達成された事がわか

る。また，図－9 より，外来塩分供試体における Cl－の輸

率は，同等の積算電流密度であれば常に内在塩分供試体の

場合よりも大きく，通電初期，特に 0～500 A hour/m2程度

においてその差が顕著であった。これは，外来 Cl－供試体

は表－2 のように塩水浸せき面，つまり脱塩面に近いほど

Cl－量が多く，深さ方向にかけて少なくなるような分布を

もつため，脱塩面近くに集中した Cl－が通電初期に多く移

動し，容易にコンクリート外に除去されることで脱塩量が

大きくなったものと考えられる。 

(2) コンクリート中のCl－量について 

図－10に，同一水セメント比における通電前および積算

電流密度 1344 A hour/m2通電後の，内在および外来塩分供

試体中に含まれる Cl－分布を示す。図－10より，外来塩分

供試体は，通電によってコンクリート中の Cl－量は減少し

ているものの，通電後においても脱塩面付近に Cl－が集中

している。このことが，通電を継続しても Cl－の輸率が内

在塩分供試体の場合よりも大きい値で推移することの原

因となっていると考えられる。一方，内在塩分供試体は，

通電後においてもコンクリート中の Cl－が比較的一様であ

るため，外来塩分供試体のように多量に脱塩されることは

なく，徐々に脱塩されるため，定電流の通電による脱塩量

の経時変化は線形に近いものとなったと考えられる。 

図－7 Cl－の輸率と積算電流密度の関係 
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図－6 脱塩量と積算電流密度の関係 
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図－8 脱塩量と積算電流密度の関係 
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図－9 Cl-の輸率と積算電流密度の関係 

（内在，外来Cl－による比較） 
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 (3) 目標脱塩達成率について 

図－11に，内在および外来塩分供試体における目標脱塩

達成率と積算電流密度の関係を示す。図－11より，内在お

よび外来塩分供試体それぞれについて，水セメント比が大

きいほど目標脱塩達成率が大きくなる傾向にある。また，

内在塩分供試体と外来塩分供試体を比較すると，目標脱塩

達成率は外来塩分供試体の場合のほうが大きく，積算電流

密度 1344 A hour/m2（1 A/m2，8 週間）の通電では，同一水

セメント比の内在塩分供試体の場合に比べ 1.6 倍から 2.4

倍となった。しかし，外来塩分供試体における目標脱塩達

成率は積算電流密度 1344 A hour/m2までの通電で頭打ち傾

向にあるのに対し，内在塩分供試体の場合には積算電流密

度 1858 A hour/m2の通電で依然として増加傾向にあること

から，内在および外来塩分供試体における目標脱塩達成率

は，さらに長期の通電を施すことによって，同等の値にな

ることが予想される。 

 

5. まとめ 

本研究では，塩水浸せき試験によって外部から Cl－を浸

透させたコンクリート供試体に対して模擬脱塩試験を行

うことで，飛まつ帯や融雪剤環境等の外来塩分環境に脱塩

工法を実施した場合の脱塩効果を検討した。さらに，過去

に同条件で行われた内在塩分供試体に対する模擬脱塩試

験の結果 2)と比較することで，コンクリート中の Cl－の分

布状況が脱塩効果に及ぼす影響を評価した。以下に，本研

究によって得られた結論を示す。 

(1) 同配合で，含有 Cl－量の等しいコンクリートに対し

て通電を施した場合，印加する電流密度がコンク

リート表面に対して 1～4 A/m2の範囲にある場合，

電流密度にかかわらず，電流密度と通電期間を掛

け合わせた積算電流密度で評価してよい。また，

積算電流密度が大きいほど脱塩効果が大きくなっ

た。 

(2) 塩水浸せき期間に水準を設け，含有 Cl－量を変化さ

せたコンクリート供試体に対して模擬脱塩試験を

行った結果，コンクリート中に含まれる Cl－量が多

いほど，通電によって移動する Cl－の輸率が大きく

なり，その結果，通電によって除去される Cl－が増

加した。 

(3) 水セメント比を変化させ，同等の Cl－を含有した外

来塩分供試体に通電を行った結果，空隙量が多い

と考えられる水セメント比の大きいコンクリート

ほど脱塩量が大きい傾向がみられたが，同等の水

セメント比で含有 Cl－量を変化させた場合と比較

してその影響は小さい。また，Cl－の輸率について

も，水セメント比による著しい変化は確認されな

かった。 

(4) 同配合，および同等の Cl－含有量の外来塩分供試体

と内在塩分供試体の模擬脱塩試験結果を比較する

と，外来塩分供試体のように脱塩面付近のコンク

リート中に Cl－が集中している場合，一様に Cl－が

分布している内在塩分供試体に比べ，脱塩量，Cl
－の輸率はともに大きくなり，積算電流密度 500 A 

hour/m2程度までの通電初期における脱塩効果が特

に大きかった。外来塩分供試体の目標脱塩達成率

は，積算電流密度 1344 A hour/m2（1 A/m2，8 週間）

の通電では，同条件の内在塩分供試体の場合に比

べ 1.6 倍から 2.4 倍となった。 
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図－10 通電前後のコンクリート中に含まれるCl－濃度分布（積算電流密度1344 A hour/m2） 

図－11 目標脱塩達成率と積算電流密度の

関係（内在，外来Cl－による比較） 
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